
]（控除）自己収入等
受託収入
政府関係受託収入 � 50¶169¶577¶811

民間等受託収入 � 1¶984¶716¶611

財産賃貸等収入 � 268¶537¶807

寄附金収益 � 7¶058¶505

資産見返寄附金戻入 � 286¶196¶251

財務収益 � 7¶358¶074

雑益 � 301¶285¶863

臨時利益 � 16¶873¶210
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� 53¶041¶604¶132
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業務費用合計 169¶026¶885¶893

Ó 損益外減価償却相当額 25¶032¶716¶386

Ô 損益外減損損失相当額 90¶226¶407

Õ 損益外利息費用相当額 311¶001

Ö 損益外除売却差額相当額 12¶848¶327

× 引当外賞与見積額 � 48¶122¶242

Ø 引当外退職給付増加見積額 1¶054¶120¶142

Ù 機会費用
国又は地方公共団体財産の
無償又は減額された使用料
による貸借取引の機会費用

232¶327¶740

政府出資又は地方公共団体
出資等の機会費用

2¶934¶637¶235
EEEEEEEE

3¶166¶964¶975

Ú （控除）法人税等及び国庫納
付額

� 28¶598¶722
EEEEEEEE

Û 行政サービス実施コスト 198¶307¶352¶167
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注 記 事 項
Ò．重要な会計方針
当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表等を作成しております。
１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。
すべての業務において費用進行基準を採用しておりますが、これは当機構の業務が多数のプ
ロジェクトで構成されており、それぞれが密接に関わる特殊性から、各業務と運営費交付金の
対応関係を明らかにすること及び一定の期間の経過を業務の進行と見なすことが困難であるた
めです。

２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～50年
機械装置 ２～17年
航空機 ２～８年
人工衛星 １～10年

なお、人工衛星の耐用年数については、原則として設計寿命から製作完了後定常運用移行
又はミッション開始までの期間を差し引いた期間を基礎として算出しております。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の
除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却相当額については、損益外減価償
却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（３～５年）
に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金は、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上
しておりません。
また、厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金
への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人
会計基準第38に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金の当期増加額
を計上しております。数理計算上の差異については、その発生時の職員等の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定額法により翌期から費用処理しております。

４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上し
ておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準
第88に基づき計算された賞与引当金の当期増加額を計上しております。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
\ 未成受託業務支出金
個別法による低価法を採用しております。

] 貯蔵品
個別法による低価法を採用しております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

{ 近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。
| 無償貸付をうけている研究開発用資産に対し減価償却を行ったと仮定した場合の平成23

年度減価償却相当額を計上しております。
] 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。
８．リース取引の処理方法

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

 
—


		2012-11-30T10:38:46+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




